
R2年国調 44,513 人 産  業  構  造 人口集中地区人口    都道府県名 団体名  市町村類型 Ⅰ－２
令和５年度 人   口 H27年国調 44,901 人  R２年国調 0 人  Ｒ５年度

増減率 △ 0.86 ％ 区分 R２年国調 H２７年国調 H２７年国調 0 人    栃  木  県 さくら市 〔092142〕  地方交付税種地   Ⅱ－３
住民基本 R6.3.31 43,684 人 第１次 1,794 人 1,904 人 面  積(k㎡) 125.63 R6.3.31

決 算 状 況 R5.3.31 43,850 人 8.1 ％ 8.9 ％ 人口密度 347.72
台帳人口 増減率 △ 0.38 ％          (人) 指定団体等 区           分 令和５年度 令和４年度

    歳  入  の  状  況      (単位  千円：％） 第２次 6,511 人 6,610 人 R２年国調世帯数 収     （千円）         （千円）
区    分 決算額 構成比 経常一般財源等 構成比 29.5 ％ 30.8 ％ 16,370 の指定状況 歳入総額 A 23,041,183 22,652,054

地方税 7,144,052 31.0 6,969,474 59.6 H27年国調世帯数 支 歳出総額 B 21,203,041 20,624,823
地方譲与税 217,882 0.9 217,882 1.9 第３次 13,610 人 12,709 人 15,648 旧新産 × 歳入歳出差引 (A-B) C 1,838,142 2,027,231
利子割交付金 1,452 0.0 1,452 0.0 61.7 ％ 59.3 ％ H22年国調世帯数 旧工特 × 状 翌年度に繰り越すべき財源         D 160,049 327,500
配当割交付金 33,718 0.2 33,718 0.3 14,917 低開発 × 実質収支 (C-D) E 1,678,093 1,699,731
株式等譲渡所得割交付金 39,014 0.2 39,014 0.3 旧産炭 × 況 単年度収支 F △ 21,638 80,095
地方消費税交付金 1,106,457 4.8 1,106,457 9.5 山振 × 積立金 G 11,792 10,852
ゴルフ場利用税交付金 81,308 0.4 81,308 0.7 過疎 × 繰上償還金 H 0 0
特別地方消費税交付金 0 0.0 0 0.0 市 町 村 税 の 状 況     （単位  千円：％） 首都 〇 積立金取崩し額               I 30,170 0
自動車取得税交付金 1,715 0.0 1,715 0.0 区        分 収入済額 構成比 超過課税分 近畿 × 実質単年度収支 (F+G+H-I) J △ 40,016 90,947
自動車税環境性能割交付金 26,790 0.1 26,790 0.2 普通税 6,942,038 97 127,595 中部 ×
法人事業税交付金 90,883 0.4 90,883 0.8   法定普通税 6,942,038 97.2 127,595 市町村圏 〇
地方特例交付金等 62,357 0.3 62,357 0.5 個人均等割 82,692 1.2 0 財政再建 × 給料月額 一人当たり平均
地方交付税 3,385,875 14.7 3,012,314 25.7 市町村 所得割 2,332,027 32.6 0 指数表選定 × 区       分 職員数     （百円） 給料月額(百円)
   普通 3,012,314 13.1 3,012,314 25.7 民  税 法人均等割 161,575 2.3 26,858 財源超過 × 一 一般職員 311 951,971 3,061
   特別 373,256 1.6 0 0.0 法人税割 345,718 4.8 100,737 般 うち技能労務員 8 21,840 2,730
   震災特別 305 0.0 0 0.0     固定資産税 3,502,901 49.0 0 職 教育公務員 4 15,508 3,877

12,191,503 52.9 11,643,364 99.5       うち純固定資産税 3,493,401 48.9 0 員 消防職員 0 0 #DIV/0!
交通安全交付金 5,194 0.0 5,194 0.0     軽自動車税 153,347 2.1 0 等 臨時職員 0 0 0
分担金、負担金 72,717 0.3 0 0.0     市町村たばこ税 363,778 5.1 0   合   計 315 967,479 3,071
使用料 161,557 0.7 14,678 0.1     鉱産税 0 0.0 0
手数料 101,500 0.4 0 0.0     特別土地保有税 0 0.0 0 議員公務災害 ○ ごみ処理 ○ 区  分 定  数   適用開始年月日 (報酬)月額(百円)
国庫支出金 3,529,511 15.3 0 0.0   法定外普通税 0 0.0 0 消防公務災害 ○ 火葬場 ○ 特 市区町村長 1 H17.3.28 9,000
国有提供交付金 0 0.0 0 0.0 目的税 202,014 2.8 0 退職手当 ○ 常備消防 ○ 別 副市区町村長 1 H17.3.28 7,150
都道府県支出金 1,398,868 6.1 0 0.0   法定目的税 202,014 2.8 0 母子通園ホーム ○ 小学校 × 職 教育長 1 H17.3.28 6,500
財産収入 75,757 0.3 20,394 0.2        内 入湯税 27,436 0.4 0 老人福祉 × 中学校 × 等 議会議長 1 H21.9.9 4,500
寄附金 600,828 2.6 0 0.0 事業所税 0 0.0 0 伝染病 × 都市競輪 × 議会副議長 1 H21.9.9 3,650
繰入金 200,981 0.9 0 0.0 都市計画税 174,578 2.4 0 し尿処理 ○ 市場 × 議会議員 16 H21.9.9 3,350
繰越金 2,027,231 8.8 0 0.0        訳 水利地益税等 0 0.0 0 高齢者医療 ○
諸収入 1,661,771 7.2 17,928 0.2   法定外目的税 0 0.0 0
地方債 1,013,765 4.4 0 0.0 旧法による税 0 0.0 0
   うち減収補てん債（特例分） 0 0.0 0 0.0     合     計 7,144,052 100.0 127,595
   うち臨時財政対策債 121,665 0.5 0 0.0

歳 入 合 計 23,041,183 100.0 11,701,558 100.0 目 的 別 歳 出 の 状 況 （単位  千円：％） 区    分   （単位  千円）
    性  質  別  歳  出  の  状  況     （単位  千円：％）          区       分 決算額(A) 構成比 基準財政収入額 6,665,172

区　　分 決算額 構成比 充当一般財源等 経常経費充当一般財源等 経常収支比率 議会費  174,831 0.8 0 174,831 基準財政需要額 9,677,486
人件費 3,195,435 15.1 2,939,475 2,924,285 24.7 総務費 2,075,961 9.8 29,155 1,852,289 標準税収入額 8,443,538
   うち職員給 1,878,637 8.9 1,696,760 0 0.0 民生費 7,321,968 34.5  87,201 3,899,557 標準財政規模 11,577,517
扶助費 4,093,986 19.3 1,513,643 1,089,483 9.2 衛生費 1,358,552 6.4 24,801 1,098,374 0.689
公債費 1,888,721 8.9 1,888,721 1,888,721 16.0 労働費 0 0.0 0 0 実質収支比率 14.5
内 元利償還金 1,888,721 8.9 1,888,721 1,888,721 16.0 農林水産費 639,619 3.0 165,478 378,288 101.1
訳 一時借入金利子 0 0.0 0 0 0.0 商工費 2,133,915 10.1 48,814 441,001 102.1

9,178,142 43.3 6,341,839 5,902,489 49.9 土木費 2,352,504 11.1 1,041,746 1,521,889 公債費負担比率 12.1
物件費 3,580,193 16.9 2,508,032 2,005,711 17.0 消防費 1,147,978 5.4 9,988 779,289 公債費比率 5.7
維持補修費 158,604 0.7 143,616 143,616 1.2 教育費 2,106,154 9.9 234,408 1,727,883
補助費等 3,647,533 17.2 2,984,299 2,102,093 17.8 災害復旧費 2,838 0.0 0 2,214 積立 財調 2,312,875

1,197,023 5.6 1,197,023 1,159,447 9.8 公債費 1,888,721 8.9 0 1,888,721 金現 減債 1,097,973
繰出金 1,356,847 6.3 1,095,059 1,037,927 8.8 諸支出金 0 0.0 0 0 在高 特定目的 4,822,893
積立金 136,393 0.6 87,429 0 0.0 前年度繰上充用 0 0.0 0 0 地方債現在高 13,456,069

1,500,900 7.0 0 0 0.0     うち政府資金 1,873,843
前年度繰上充用金 0 0.0 0 実質赤字比率 － ％ 歳 出 合 計 21,203,041 100.0 1,641,591 13,764,336 債務 物件等購入 74,000
投資的経費 1,644,429 7.8 604,062 連結実質赤字比率 － ％ 284,662 実質収支 197,641 負担 保証、補償 0
   うち人件費 24,792 0.1 24,792 実質公債費比率 8.0 ％ 497,883 国 再差引収支 186,517 行為 その他 3,773,288

普通建設事業費 1,641,591 7.8 601,848 将来負担比率 － ％ 574,302 保 加入世帯数 5,136 額 実質的なもの 0
内   うち補助 590,747 2.8 90,901 経常経費充当 公営事業 33,442 会 被保険者数 8,067 収益事業収入 0

  うち単独 1,012,758 4.8 500,461 一般財源等計 11,191,836 千円 662,710 計 507,535
訳 災害復旧事業費 2,838 0.0 2,214 経常収支比率 94.7 ％ への繰出 0 の 現 現年計：合計 99.6　：　99.2

失業対策事業費 0 0.0 0 状 徴年 市町村税
95.6 ％ 況 収分  現年分：計 99.5　：　99.0

歳入一般財源等 15,602,478 千円 率 ・ 純固定資産税
歳 出 合 計 21,203,041 100.0 13,764,336 ラスパイレス指数 97.6 (5年4月1日現在) 　計 現年分：計 99.7　：　99.4

（一般財源計）

一部事務組合加入の状況 一人当たり平均給料

(A)のうち普通建設事業費 (A)の充当一般財源等

財政力指数 R3-R5

経常一般財源等比率
〃(分子に臨財債含む)

（義務的経費計）

   うち一部組合負担金

投資、出資金、貸付金

国保(法非適)
後期高齢(法非適)
介護保険事業（法非適）

上水道（法適用）
下水道(法適用) 土地開発基金現在高
宅造（非適用）

被保険
者一人
当たり

保険料収入 101
(臨財債、減税補て
ん債（特例分）除
く）

国庫支出金 0

保険給付費 337


